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職員の給与に関する報告及び勧告について（談話）

              令 和 ２ 年 10月 21日

                 長 崎 県 人 事 委 員 会

                委 員 長  水 上  正 博

本日、本委員会は、県議会議長及び知事に対し、県職員の給与について報告及び勧

告を行い、この勧告が実施されるよう要請いたしました。

本年は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、民間給与の実態調査

を、例年より時期を遅らせた上で、２回に分けて実施しました。ボーナス等に関する

調査については、６月29日から実地によらない方法により先行して実施し、実地が基

本となる月例給に関する調査については、感染予防対策を徹底した上で、８月17日か

ら実施しました。企業活動に大きな影響が生じている中での調査となりましたが、ボ

ーナス等に関する調査の完了率は非常に高いものとなりました。調査に対して御理解

と御協力をいただいた民間事業所の皆様に対し、心から御礼申し上げます。

ボーナスに関する調査の結果、県内民間事業所における昨年８月から本年７月まで

の直近１年間の支給割合が職員の支給月数を0.06月分下回っていました。

この結果、本年の職員のボーナスについては、人事院が本年10月７日に勧告した国

家公務員の給与改定の内容に準じて改定するよう勧告したものであります。

なお、月例給及び職員の人事管理に関することについては、別途必要な報告及び勧

告を行うこととしております。

人事委員会の勧告制度は、労働基本権制約の代償措置として、職員に対し社会一般

の情勢に適応した適正な給与等を確保する機能を有するものであり、長期的な視点か

らみると、県民の理解が得られる給与水準を職員に対し保障するとともに、人材の確

保、職員の士気の保持、ひいては県行政運営の安定に資するものと考えております。

県民各位におかれましては、人事委員会勧告制度の趣旨について御理解をいただき

たいと思います。

県職員の皆さんにあっては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大など、これまで

にない勤務環境の下、日々全力で県行政の推進に取り組んでおられることに敬意を表

します。引き続き、県民の安全・安心な生活を守るとともに、県民からの期待と信頼

に一層応えられるよう、効率的な業務遂行と行政サービスの向上に努めるとともに、

高い倫理観と使命感を持って職務に精励されるよう要望します。



職員の給与に関する報告及び勧告の概要
                               令和２年 10 月 21 日
                               長崎県人事委員会

○ 給与勧告のポイント
ボーナスを引下げ（△0.05月分）

※本年は新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、ボーナスに関する調査及び

勧告を先行して実施（月例給については、別途必要な報告・勧告を予定）

＜人事委員会勧告制度の基本的考え方＞
・人事委員会報告及び勧告制度は、公務員の労働基本権制約の代償措置として、職員に対し社会一

般の情勢に適応した給与等を確保する機能を有するものである。

・人事委員会は、地方公務員法に基づき、民間企業従業員の状況、国及び他の地方公共団体の職員

の状況等を考慮したうえで、随時、報告及び勧告を実施できる。

ボーナスの改定等
１ 民間給与の調査

・ 企業規模 50人以上で、かつ、事業所規模50 人以上の県内の民間事業所382事業所から146

事業所を無作為に抽出して調査

・ 本年は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、例年より時期を遅らせた上で、

２回に分けて実施（ボーナスに関する調査を実地によらない方法で先行実施）

・ ボーナスに関する調査：６月29日～７月31日（調査完了128事業所 完了率87.7％）

・ 月例給に関する調査：８月17日～９月30日

〇民間の支給割合 4.44月（職員の支給月数 4.50月）

昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間企業従業員の支給実績（支給割合）と県職

員の年間支給月数を比較

２ ボーナスの改定

(1) 改定の内容

民間の支給割合との均衡を図るため引下げ 4.50月分 → 4.45月分

民間の支給状況等を踏まえ、期末手当の支給月数に反映

（一般の職員の場合の支給月数）

6月期 12月期

令和２年度 期末手当

  勤勉手当

1.30 月（支給済み）

0.95 月（支給済み）

1.25 月（現行1.30 月）

0.95 月（改定なし）

３年度 期末手当

以降 勤勉手当

1.275 月

0.95 月

1.275 月

0.95 月

(2) 実施時期  

この改定を実施するための条例の公布日の属する月の翌月の初日(公布日が月の初日であ

るときは、その日)

ただし、令和３年度以降の期末・勤勉手当の支給割合については、令和３年４月１日から

実施

３ 月例給

県職員と民間企業従業員の４月分の給与額を比較し、必要な報告・勧告を予定

※ 人事管理に関する報告については、月例給の報告・勧告に併せて実施
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            長崎県人事委員会  

              委員長   水上  正博  

 

 

職員の給与 に関する報告及び勧告について  

 

地方公務員法第８条、第 14条の規定に基づき、職員の

期末手当等について別紙第１のとおり 報告し 、併せてそ

の改定について別紙第２のとおり勧告 します。  

この勧告に対し、県 議会及び知事が、そ の実現のため、

所要の措置をとられるよう要請 します。  
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別 紙 第 １

職員の給与に関する報告

本委員会は、地方公務員法の規定に基づき、民間企業従業員の特別給の支給状況

について調査検討を行ってきたので、その概要を次のとおり報告する。

１ 民間における特別給の調査

職員給与と民間給与との比較を行うため、企業規模50人以上で、かつ、事業所

規模50人以上の県内民間事業所382事業所のうちから、人事院が層化無作為抽出

法によって抽出した146事業所を対象に、人事院と共同で「令和２年職種別民間

給与実態調査」を実施した。なお、本年は、新型コロナウイルス感染症に対処す

る医療現場の厳しい状況を鑑み、病院は調査対象から除外し、公務の行政職と類

似すると認められる事務・技術関係22職種及び研究員、教員等32職種について

調査を行った。

本年の調査は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を考慮し、実地に

よらない方法でも調査可能な特別給等に関する調査を６月29日から先行して実

施した。この調査では、民間事業所における昨年冬と本年夏の特別給の状況等を

把握するため、昨年８月から本年７月までの直近１年間の支給実績について調査

するとともに、民間企業における給与改定の状況等を調査した。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により企業活動に大きな影響が生じて

いる中での調査となったが、特別給等に関する調査の完了率は、調査の重要性に

対する民間事業所の理解を得て、87.7％と非常に高いものとなっており、調査結

果は広く民間事業所の特別給の状況を反映したものといえる。（調査を完了した

産業別、企業規模別調査事業所数については第１表のとおり）

他方、実地調査が基本となる月例給に関する調査については、調査員に感

染予防対策を徹底した上で、８月17日から９月30日までの期間で実施した。

この調査では、本年４月分として個々の従業員に実際に支払われた給与月額

及び当該従業員の役職段階、学歴、年齢等の調査を行った。
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第 1 表 産業別、企業規模別調査事業所数

（令和２年４月）

企業規模

産  業
規模計 500人 以 上

100人 以 上
500人 未 満

100人 未 満

産 業 計
事業所

128

事業所

38

事業所

58

事業所

32

農 業 ， 林 業 、 漁 業

製 造 業

卸 売 業 ， 小 売 業

4

11

50

21

8

2

32

0

3

12

8

0

2

13

3

5

26

9

4

0

11

1

3

12

4

4

0

8

（ 注 ）１ 上記のほか、規模が調査対象外であることが判明した事業所及び調査不能の事業所が18あ
った。

（ 注 ） ２ 調査対象事業所146に占める調査完了事業所128の割合（調査完了率）は87.7％である。
     なお、調査対象事業所146から企業規模、事業所規模が調査対象外であることが判明した

事業所１を除いた145に占める調査完了事業所128の割合（調査完了率）は88.3％である。
（ 注 ） ３ 「500人以上」とは、企業規模500人以上で、かつ、事業所規模50人以上の事業所を、「100

人以上500人未満」とは、企業規模100人以上500人未満で、かつ、事業所規模50人以上の事業
所を、「100人未満」とは、企業規模50人以上100人未満で、かつ、事業所規模50人以上の事
業所をいう。

教 育 ， 学 習 支 援 業 、

医療，福祉、サービス業

鉱 業 ， 採 石 業 ，

砂 利 採 取 業 、 建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業、

情報通信業、運輸業，郵便業

金 融 業 ， 保 険 業 、

不動産業，物品賃 貸業
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２ 職員の給与と民間企業従業員の給与との比較

（1） 特別給

本委員会は、民間における特別給の支給割合（月数）を算出し、これを職員

の期末手当及び勤勉手当の年間の平均支給月数と比較した上で、0.05 月単位で

改定を行っている。

本年の特別給に関する調査の結果、昨年８月から本年７月までの１年間にお

いて、民間事業所で支払われた賞与等の特別給は、第２表のとおり、所定内給

与月額の 4.44 月分に相当しており、職員の期末手当及び勤勉手当の年間の平

均支給月数（4.50 月）が民間事業所の特別給の支給割合を 0.06 月分上回って

いた。

第２表 民間における特別給の支給状況

項 目 金 額 等

平均所定内給与月 額
下 半 期 （ Ａ １ ）

上 半 期 （ Ａ ２ ）

347,691 円

346,703 円

特 別 給 の 支 給 額
下 半 期 （ Ｂ １ ）

上 半 期 （ Ｂ ２ ）

740,846 円

802,527 円

特 別 給 の 支 給 割 合

下 半 期 （ Ｂ １ ／ Ａ １ ）

上 半 期 （ Ｂ ２ ／ Ａ ２ ）

2.13 月 分

2.31 月 分

年 間 計 4.44 月 分

（ 注 ） 下 半 期 と は 令 和 元 年 ８ 月 か ら 令 和 ２ 年 １ 月 ま で 、上 半 期 と は 同 年 ２ 月

か ら 同 年 ７ 月 ま で の 期 間 を い う 。

備 考  職 員 の 場 合 、 現 行 の 年 間 支 給 月 数 は 、 4.50 月 分 で あ る 。
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（2） 月例給

本委員会は、職員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること

（民間準拠）を基本に勧告を行っている。

民間給与との比較方法については、単純な給与の平均値によるのではなく、

職員にあっては行政職、民間にあってはこれに類似すると認められる事務・技

術関係職種の者について、主な給与決定要素である役職段階、年齢、学歴を同

じくする者同士を対比させ、精密に比較（ラスパイレス方式）を行っている。

本年においても、８月 17 日から９月 30 日までの期間に実施した月例給に関

する調査の結果に基づき、４月分の給与について公民較差を算出することとす

る。

３ 人事院の報告及び勧告

人事院は、本年10月７日、国会及び内閣に対し、国家公務員の給与に関する報

告及び勧告を行った。

国家公務員の期末手当及び勤勉手当の年間の平均支給月数が民間事業所の特

別給の支給割合を0.04月分上回っていたことから、民間の特別給の支給割合との

均衡を図るため、支給月数を0.05月分引き下げる必要があり、支給月数の引下げ

分は、民間の特別給の支給状況等を踏まえ、期末手当から差し引くこととしてい

る。

なお、月例給については、４月分の給与について官民較差を算出し、改めて必

要な報告及び勧告を行うこととしている。

（参考資料「１ 人事院の報告及び勧告」参照）

４ 本年の給与改定

（1）特別給

ア 改定の基本方針

職員の給与決定に関係がある基礎的諸条件は、以上報告したとおりである。

特別給については、前記２(1)のとおり、職員の年間支給月数が民間の支給割
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合を 0.06 月分上回っていた。

人事院は、民間の支給割合との均衡を図るため、国家公務員の特別給の支給

月数を引き下げ、その引下げ分は、期末手当から差し引くことを勧告した。

人事委員会の給与勧告制度は、公務員の労働基本権制約の代償措置として、

職員に対し社会一般の情勢に適応した適正な給与を確保する機能を有するも

のであり、長期的視点からみると、県民の理解が得られる給与水準を職員に対

し保障するとともに、県行政運営の安定にも資するものと考える。

以上の諸事情を総合的に勘案すれば、職員の給与については、次のとおり改

定を行う必要がある。

イ 改定すべき事項

期末・勤勉手当については、支給月数を0.05月分引き下げ、4.45月分とする

など、人事院勧告の内容に準じた改定を行う必要がある。

（2）月例給

前記２(2)に基づき算出した公民較差に基づき、改めて必要な報告及び勧告

を行うこととする。
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別 紙 第 ２

勧 告

本委員会は、報告した諸資料に基づき次の事項につ い て 必 要

な 措 置 が と ら れ る よ う 勧 告 す る 。

１ 期 末 ・ 勤 勉 手 当 に つ い て は 、 国 家 公 務 員 の 期 末 ・ 勤

勉 手 当 の 改 定 に 関 す る 人 事 院 勧 告 の 内 容 に 準 じ て 改 定

す る こ と 。

２ 改 定 の 実 施 時 期 に つ い て は 、 こ の 勧 告 を 実 施 す る た

め の 条 例 の 公 布 の 日 の 属 す る 月 の 翌 月 の 初 日 （ 公 布 の

日 が 月 の 初 日 で あ る と き は 、 そ の 日 ） と す る こ と 。 た

だ し 、 令 和 ３ 年 度 以 降 の 期 末 ・ 勤 勉 手 当 の 支 給 割 合 に

つ い て は 、 令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 か ら 実 施 す る こ と 。
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別紙第１

職員の給与に関する報告

第１ 給与勧告制度の基本的考え方

国家公務員法第28条は、国家公務員の給与について、国会により社会一般の情勢に適応するように

随時変更することができるとしており、本院には、その変更に関して勧告することを怠ってはならな

いとするとともに、国会及び内閣に対し、毎年、少なくとも１回、俸給表が適当であるかどうかにつ

いて報告を行う責務を課している。

国家公務員は、その地位の特殊性及び職務の公共性に鑑み、憲法で保障された労働基本権が制約さ

れており、本院の給与勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し、社会一般の情

勢に適応した適正な給与を確保する機能を有するものである。給与勧告においては、従来より、給与

水準の改定のみならず、俸給制度及び諸手当制度の見直しも行ってきている。

また、国家公務員法第３条は、職員の利益の保護を人事院の基本的役割としており、本院が給与勧

告を通じて国家公務員に適正な処遇を確保することは、職務に精励している国家公務員の士気の向上、

公務における人材の確保や労使関係の安定にも資するものであり、能率的な行政運営を維持する上で

の基盤となっている。

給与勧告では、国家公務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）

を基本としている。民間準拠を基本とするのは、国家公務員も勤労者であり、勤務の対価として適正

な給与を支給することが必要とされる中で、公務においては、民間企業と異なり、市場の抑制力とい

う給与決定上の制約が存しないこと等から、その給与水準は、その時々の経済・雇用情勢等を反映し

て労使交渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めることが最も合理的であると考えら

れることによる。

国家公務員の給与と民間企業従業員の給与との比較においては、主な給与決定要素を同じくする者

同士の４月分の給与額を対比させ、精密に比較を行っている。また、「職種別民間給与実態調査」は、

企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の事業所を調査対象として実施し、これらの事業所の

民間企業従業員の給与との比較を行っている。

比較方法については、給与は、一般的に、職種を始め、役職段階、勤務地域、学歴、年齢等の要素を

踏まえてその水準が定まっていることから、両者の給与の単純な平均値ではなく、給与決定要素を合

わせて比較（同種・同等比較）することが適当である。

また、調査対象については、企業規模50人以上の多くの民間企業は公務と同様、部長、課長、係長等

の役職段階を有しており、公務と同種・同等の者同士による給与比較が可能であることに加え、現行

の調査対象となる事業所数であれば、実地による精緻な調査が可能であり、調査の精確性を維持する

ことができること等から、現行の調査対象が適当である。

本年の勧告においても、従来と同様の方法を用いて民間給与との比較を行うことにより、国家公務

員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な給与を確保していくこととする。
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第２ 官民給与の状況と給与改定

１ 本年の給与改定を取り巻く諸情勢

(1) 本年の春季賃金改定

昨年の後半から本年の初めにかけて、企業活動は、輸出が減少する中で、製造業を中心に、企業

収益が弱含み、業況判断についても慎重さが増している状況にあったが、全体としては、企業収益

は高い水準にあり、非製造業を中心とした人手不足感や賃金の緩やかな増加もあり、緩やかな経済

の回復が続くことが期待されていた。

このような状況を背景に、本年の春季賃金改定では、定期昇給の実施に加えて、ベースアップを

実施する動きも見られるなど、昨年よりは勢いは弱いものの、引き続き、賃金の引上げを図る傾向

が認められた。

(2) 新型コロナウイルス感染症の感染拡大による経済への影響

本年３月下旬以降、新型コロナウイルス感染症の感染が急速に拡大し、４月７日には新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）に基づく緊急事態宣言が発出された。感染拡大

による我が国経済への影響は甚大であり、景気は急速に悪化した。

同宣言は５月25日に解除され、その後の状況について、本年９月の「月例経済報告」（内閣府）に

よると、景気は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況にあるが、この

ところ持ち直しの動きが見られ、先行きについては、感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動

のレベルを引き上げていく中で、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直しの動きが続

くことが期待されるが、国内外の感染症の動向等の影響を注視する必要があるとされている。

(3) 民間における賃金・雇用情勢等

「毎月勤労統計調査」（厚生労働省、事業所規模30人以上）によると、本年４月のパートタイム労

働者を除く一般労働者の所定内給与及び所定外給与は、それぞれ昨年４月に比べ0.2％及び12.9％減

少している。

本年４月の消費者物価指数（総務省、全国）は、昨年４月に比べ0.1％上昇している。また、「家計

調査」（総務省、全国）によると、本年４月の勤労者世帯の消費支出は、昨年４月に比べ名目で9.9％、

実質で10.0％の減少となっている。

本院が「全国消費実態調査」（総務省）を基礎に算定した本年４月における全国の１人世帯の標準

生計費は110,610円、「家計調査」を基礎に算定した同月における全国の２人世帯、３人世帯及び４

人世帯の標準生計費は、それぞれ153,040円、176,230円及び199,420円となっている。

「労働力調査」（総務省）によると、本年４月の完全失業率（全国）は、昨年４月から0.2ポイント

上昇して2.6％（季節調整値）となっている。また、本年４月～６月期の雇用者数は、正規の従業員

が3,543万人、非正規の従業員が2,036万人で、昨年同期に比べ、それぞれ30万人の増加及び88万人

の減少となっている。

「一般職業紹介状況」（厚生労働省）によると、本年４月の有効求人倍率は昨年４月から0.31ポイ

ント低下して1.32倍（季節調整値）、本年４月の新規求人倍率は昨年４月から0.59ポイント低下して

1.85倍（季節調整値）となっている。

     （参考資料 ３ 生計費関係 参照）

（参考資料 ４ 労働経済関係 参照）
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(4) 行政執行法人（旧現業）の給与改定

行政執行法人のうち、かつて国の現業であった独立行政法人造幣局及び独立行政法人国立印刷局

の職員の給与改定については、労使交渉に基づき自主決着が図られた。妥結内容は、いずれも令和

２年度の賃金引上げについては、令和２年４月１日に昇給を実施し、ベースアップは行わないとす

るものとなっている。

(5) 有識者の意見

本院は、国家公務員の給与改定を検討するに当たって、例年同様、全国23都市において有識者の

参加による公務員問題懇話会や中小企業経営者等との意見交換を行った。

この懇話会等において、本院は、給与勧告の仕組みや国家公務員の定年の引上げの必要性等につ

いて説明し、意見交換を行っている。その意見交換において有識者から出された主な意見は、次の

とおりである。

国家公務員の給与については、現行の給与水準について妥当とする意見が多かった。他方、国に

優秀な人材を確保するためには給与水準の見直しが必要との意見、より小規模の企業の給与の実態

も反映すべきとの意見等もあった。

定年の引上げについては、時代の要請に沿ったものであり国が率先して行うべきである等の意見

が多かった。制度設計については、60歳を超える職員の給与水準を一定程度引き下げることはやむ

を得ない、職員の意欲、能力等に応じて多様な働き方ができるようにする必要がある等の意見があ

った。

２ 本年の国家公務員給与と民間給与の実態

(1) 国家公務員給与の状況

本院は、「令和２年国家公務員給与等実態調査」を実施し、一般職の職員の給与に関する法律（給

与法）が適用される常勤職員の給与の支給状況等について全数調査を行った。

民間給与との比較を行っている行政職俸給表(一)適用職員（140,017人、平均年齢43.2歳）の平均

給与月額は408,868円となっており、昨年４月と比較して若年層の人数が増加したこと等により

2,255円減少している。

なお、税務署職員、刑務官等を含めた職員全体（253,132人、同42.9歳）の平均給与月額は416,203

円となっている。

(注) 平均給与月額とは、俸給、地域手当、俸給の特別調整額（管理職手当）、扶養手当、住居手

当等（所定外給与である超過勤務手当等及び実費弁償的な性格の通勤手当等の手当を除く。）

の全ての給与の平均月額をいう。

（参考資料 １ 国家公務員給与関係 参照）

(2) 民間給与の状況

ア 職種別民間給与実態調査

本院は、企業規模50人以上、かつ、事業所規模50人以上の全国の民間事業所約54,800（母集団

事業所）のうちから、層化無作為抽出法によって抽出した約12,000の事業所を対象に、「令和２年

職種別民間給与実態調査」を実施することとした。なお、本年は、新型コロナウイルス感染症に

対処する医療現場の厳しい環境に鑑み、病院は調査対象から除外した。

本年の調査は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を考慮し、実地によらない方法で

も調査可能な特別給等に関する調査を６月29日から先行して実施した。この調査では、民間事業
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所における昨年冬と本年夏の特別給の状況等を把握するため、昨年８月から本年７月までの直近

１年間の支給実績について調査するとともに、民間企業における給与改定の状況等を調査した。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により企業活動に大きな影響が生じている中での調査と

なったが、民間事業所からの格段の理解と協力を得て、特別給等に関する調査の完了率は、80.3％

と非常に高いものとなり、調査結果は、広く民間事業所の特別給の状況を反映したものといえる。

他方、実地調査が基本となる月例給に関する調査については、調査員に感染予防対策を徹底し

た上で、８月17日から９月30日までの期間で実施することとした。この調査では、公務の行政職

俸給表(一)と類似すると認められる事務・技術関係22職種及び研究員、教員等32職種について、

本年４月分として個々の従業員に実際に支払われた給与月額及び当該従業員の役職段階、学歴、

年齢等を調査している。

イ 給与改定の状況

本年の「職種別民間給与実態調査」により把握した民間事業所における給与改定の状況は、

別表第１に示すとおり、一般の従業員（係員）について、ベースアップを実施した事業所の割

合は26.3％（昨年31.1％）、ベースダウンを実施した事業所の割合は0.8％（同0.2％）となって
いる。

また、別表第２に示すとおり、一般の従業員（係員）について、定期に行われる昇給を実施

した事業所の割合は82.5％（昨年89.4％）となっている。昇給額については、昨年に比べて増
額となっている事業所の割合は23.1％（同27.0％）、減額となっている事業所の割合は12.7％（同
5.7％）となっている。

（参考資料 ２ 民間給与関係 参照）

３ 本年の国家公務員給与と民間給与との比較

(1) 特別給

本院は、民間における特別給の支給割合（月数）を算出し、これを国家公務員の期末手当・勤勉

手当の年間の平均支給月数と比較した上で、0.05月単位で改定を行ってきている。

本年の「職種別民間給与実態調査」の結果、昨年８月から本年７月までの１年間において、民間

事業所で支払われた特別給は、別表第３に示すとおり、年間で所定内給与月額の4.46月分に相当し

ており、国家公務員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数（4.50月）が民間事業所の特別給

の支給割合を0.04月分上回っていた。

(2) 月例給

本院は、「国家公務員給与等実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づき、公務に

おいては一般の行政事務を行っている常勤の行政職俸給表(一)適用職員、民間においては公務の行

政職俸給表(一)と類似すると認められる職種（事務・技術関係職種）の常勤の従業員について、主

な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士の４月分の給与額（公

務にあっては平均給与月額、民間にあっては所定内給与の月額から通勤手当の月額を減じた額）を

対比させ、国家公務員の人員数のウエイトを用いて精密に比較（ラスパイレス方式）を行ってきて

いる。

本年においても、８月17日から９月30日までの期間に実施した「職種別民間給与実態調査」の結

果に基づき、４月分の給与について官民較差を算出することとする。



- 11 -

４ 本年の給与の改定

(1) 特別給

ア 改定の基本方針

前記３(1)のとおり、国家公務員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数が民間事業所の特

別給の支給割合を0.04月分上回っていた。

このため、特別給については、昨年８月から本年７月までの１年間における民間の特別給の支

給割合との均衡を図るため、支給月数を0.05月分引き下げる必要がある。支給月数の引下げ分は、

民間の特別給の支給状況等を踏まえ、期末手当から差し引くこととする。

イ 改定すべき事項

期末手当・勤勉手当について、昨年８月から本年７月までの１年間における民間の特別給の支

給割合との均衡を図るため、支給月数を0.05月分引き下げ、4.45月分とする。本年度については、

12月期の期末手当から差し引き、令和３年度以降においては、６月期及び12月期における期末手

当が均等になるよう支給月数を定めることとする。

また、指定職俸給表適用職員、任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当についても、同様

に支給月数を引き下げることとする。

(2) 月例給

前記３(2)の方法により算出した官民較差に基づき、必要な報告及び勧告を行うこととする。

第３ 給与勧告実施の要請

人事院の給与勧告制度は、国家公務員は憲法で保障された労働基本権が制約されているため、代償

措置として、情勢適応の原則に基づき国家公務員の給与水準を民間の給与水準に合わせるとともに必

要な給与制度の見直しを行うことにより、国家公務員の適正な処遇を確保しようとするものである。

近年、行政需要が増大し、複雑化する中で、効率的な業務遂行と行政サービスの一層の向上を図る

ため、個々の職員が高い士気を持って困難な諸課題に立ち向かうことが強く求められている。新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大という危機の中において、全国各地の公務員は、行政サービスを安定

的に提供し、国民の安全・安心を確保するため、日々職務に精励している。

民間準拠により給与を決定する仕組みを通じて、国家公務員に適正な給与を支給することは、職員

の努力や実績に報いるとともに、人材の確保にも資するものであり、組織活力の向上、労使関係の安

定等を通じて、行政の効率的、安定的な運営に寄与するものである。

国会及び内閣におかれては、このような人事院勧告制度の意義や役割に深い理解を示され、別紙第

２の勧告どおり実施されるよう要請する。
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別紙第２

勧     告

次の事項を実現するため、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）、一般職の任期付研

究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律（平成９年法律第65号）及び一般職の任期付職員の採用

及び給与の特例に関する法律（平成12年法律第125号）を改正することを勧告する。

１ 一般職の職員の給与に関する法律の改正

期末手当の支給割合を次のとおり改定すること。

(1) 令和２年12月期

ア 特定管理職員及び指定職俸給表の適用を受ける職員以外の職員（再任用職員を除く。）

期末手当の支給割合を1.25月分とすること。

イ 特定管理職員（再任用職員を除く。）

期末手当の支給割合を1.05月分とすること。

ウ 指定職俸給表の適用を受ける職員

期末手当の支給割合を0.65月分（再任用職員にあっては、0.325月分）とすること。

(2) 令和３年６月期以降

ア 特定管理職員及び指定職俸給表の適用を受ける職員以外の職員（再任用職員を除く。）

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.275月分とすること。

イ 特定管理職員（再任用職員を除く。）

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.075月分とすること。

ウ 指定職俸給表の適用を受ける職員

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ0.675月分（再任用職員にあっては、

それぞれ0.35月分）とすること。

２ 一般職の任期付研究員の採用、給与及び勤務時間の特例に関する法律の改正

期末手当の支給割合を次のとおり改定すること。

(1) 令和２年12月期

期末手当の支給割合を1.65月分とすること。

(2) 令和３年６月期以降

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.675月分とすること。

３ 一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律の改正

特定任期付職員の期末手当の支給割合を次のとおり改定すること。

(1) 令和２年12月期

期末手当の支給割合を1.65月分とすること。

(2) 令和３年６月期以降

６月及び12月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ1.675月分とすること。
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４ 改定の実施時期

この改定は、この勧告を実施するための法律の公布の日から実施すること。ただし、１の(2)、２の

(2)及び３の(2)については、令和３年４月１日から実施すること。



２ 民間給与関係資料
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令和２年職種別民間給与実態調査の概要

１ 調査の目的                         

この調査は、職員の給与等を検討するため、民間給与等の実態を調査するものであ

る。                   

２ 調査の内容等

ア 調査の内容

この調査の内容は、次のとおりである。

① 昨年８月から本年７月までの特別給の支給実績

② 民間企業における給与改定の状況等

③ 本年４月分として個々の従業員に支払われた給与月額等

④ 本年４月分の初任給の状況

なお、このうち、今回の報告の基礎となったのは、①及び②の一部に関する調査

である。

イ 調査期間

本年においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、ア①及び

②に関する調査を先行して実施した。各調査期間は、次のとおりである。

・ア①及び②に関する調査：６月29日（月）～７月31日（金）

・ア③及び④に関する調査：８月17日（月）～９月30日（水）

３ 調査機関                               

人事委員会及び人事院                        

４ 調査の範囲等

ア 調査対象事業所   

令和２年４月分最終給与締切日現在において、全産業の企業規模50人以上で、か

つ、事業所規模50人以上の県内の民間事業所382事業所

なお、本年は、新型コロナウイルス感染症に対処する厳しい医療現場の環境に鑑

み、病院は調査対象から除外した。

                

イ 標本事業所の抽出

前記４のアに記載している382事業所を組織、規模、産業別に13層に層化した後、

無作為抽出法で146事業所を抽出し、調査を行った。

先行して実施した調査における調査完了事業所数は、第１表のとおりである。   

ウ 集計

総計及び平均の算出に際しては、すべて母集団に復元して行った。



第１表  産業別、企業規模別調査事業所数　

企業規模

産　　業

　(注) １　上記のほか、規模が調査対象外であることが判明した事業所及び調査不能の事業所が18あった。
　　 　２　調査対象事業所146に占める調査完了事業所128の割合（調査完了率）は、87.7％である。
　　　　 　なお、調査対象事業所146から企業規模、事業所規模が調査対象外であることが判明した事業所1を除いた145に占める
　　　　 調査完了事業所128の割合（調査完了率）は88.3％である。
　　 　３　「500人以上」とは、企業規模500人以上で、かつ、事業所規模50人以上の事業所を、「100人以上500人未満」とは、
　　　　 企業規模100人以上500人未満で、かつ、事業所規模50人以上の事業所を、「100人未満」とは、企業規模50人以上100人
　　　　 未満で、かつ、事業所規模50人以上の事業所をいう。（以下、各表について同じ。）

第２表　民間における冬季賞与の考課査定分の配分状況

58.9 41.1 65.7

53.9

57.1 42.9 55.1 44.9 55.2 44.8

53.4 46.6 46.5 53.5 46.1

100人未満 34.3

％ ％ ％ ％ ％ ％

57.3 42.7 54.2 45.8 56.2 43.8

60.7 39.3

項　目

企業規模

規 模 計

500人以上

100人以上500人未満

部 長 級 （ 非 役 員 ）

一定率(額)分 考課査定分 一定率(額)分 考課査定分 一定率(額)分 考課査定分

課 長 級係 員

教 育 , 学 習 支 援 業 、
医 療 , 福 祉 、 サ ー ビ ス 業 13 11 832

卸 売 業 , 小 売 業 0 4 4

金 融 業 , 保 険 業 、 不
動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 2 0 0

8

2

製 造 業 12 26 12

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給
・ 水 道 業 、 情 報 通 信
業 、 運 輸 業 , 郵 便 業

8 9 4

50

21

農 業 , 林 業 、 漁 業 0 3 1

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利
採 取 業 、 建 設 業 3 5 3

4

11

産 業 計
38 58 32

規模計

事業所

128

500人以上
100人以上
500人未満

100人未満

事業所 事業所 事業所
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